
「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）入力業

務委託」仕様書

１ 委託業務名 

  新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）入力

業務 

２ 概要 

・新型コロナウイルス感染者等の情報を電子的に入力、一元的に管理し医療機

関・保健所・都道府県等の関係者間で共有するシステム（以下「ＨＥＲ－ 

ＳＹＳ」という。）（※）への当該情報の入力を行う。 

 （※）新型コロナウイルス感染症に感染した者等の情報を迅速に把握・共有

するため、厚生労働省において導入されたシステムであり、同感染症に感染

した者等を診断する医療機関においては、感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号。以下「感染症法」と

いう。）第１２条第１項の規定による発生届の提出を当該システムにより行

うことができ、その場合、ＦＡＸ等による保健所への提出は不要となる。 

３ 委託期間 

  契約締結の日から令和４年７月 31 日まで 

４ 業務内容等 

 作業内容 

新型コロナウイルス感染症の陽性者情報は、保健所への報告のため HER-

SYS に入力される必要があり、基本的には医療機関において同感染症の陽

性者が判明した際には当該医療機関が直接 HER-SYS に当該陽性者の情報を

入力することとなるが、HER-SYS を使用できる環境にない医療機関である

場合やHER-SYSの IDの登録が未了の医療機関等において陽性者が判明した

際には、FAX やメール等により発生届が送付されることにより、保健所への

報告が行われる。 

当該発生届の内容についても、HER-SYS に入力する必要があるため、これ

を医療機関に代わり入力する作業を実施する。 

 作業の流れ 

本作業は、以下の流れで実施する。 

ア 新型コロナウイルス感染症の陽性者が発生した場合の発生届が FAX や



メール等で委託者（札幌市保健所医療対策室）宛てに送付されることか

ら、委託者において受領後、受託者に提供していないものについて速や

かに紙媒体で受託者に提供する。 

イ 受託者は、アのとおり委託者から提供を受けた発生届の内容を速やか

に HER-SYS へ入力する。 

ウ 委託者から提供した発生届の情報の HER-SYS への入力の完了状況につ

いて、毎日の業務終了時に委託者へ報告する。 

なお、委託者から受託者へ情報提供を行う時間、回数等については、提

供する情報の数等を勘案し、委託者及び受託者双方協議の上、変更するこ

とがある。 

エ 処理済の書類等は、日付順にファイルに整理・保管し、処理日から契

約期間満了日までの市が指定する日時及び場所において本市に引き継ぐ。 

  業務の執行体制等について

原則として以下の体制により、円滑に業務が遂行されるよう配慮すること。 

また、本業務の履行に必要となる体制及び人員を確保すること。 

責任者 ・業務全体の統括、進捗管理 

・緊急時における対応及び委託者との連絡調整 

・委託者への業務状況の報告 

 なお、責任者が不在又は事故があった場合にも、同程度

の対応ができる体制をとること 

業務管理者 ・業務担当者の管理及び指導等を担うこと 

・業務遂行に必要な知識及び能力を有すること 

・業務担当者では対応できない案件（本市内の他の部署等

との調整を要するもの等）について対応すること 

 なお、業務管理者が不在又は事故があった場合にも、同

程度の対応ができる体制をとること 

従事者 ・業務管理者の指揮命令のもと、担当業務を適正かつ迅速

に遂行すること 

 業務の準備 

受託者は、業務の目的を十分理解し、目的達成のために必要な人員を確保

するとともに最高の技術を発揮するよう、責任ある従事者を備えなければな

らない。 

５ 個人情報の取扱いに関する事項 

 個人情報等取扱注意事項の遵守 



 受託者は、本業務を行うに当たって、札幌市情報セキュリティポリシ

ー及び別記「個人情報等取扱注意事項」を遵守するとともに、業務従事

者等にも遵守させなければならない。 

 受託者の責務 

 受託者は、以下のいずれかの認証を事業開始時までに取得し、その写

しを委託者に提出するものとする。 

  ア プライバシーマーク 

  イ ISO/IEC 27001 又はJISQ 27001 

 個人情報の使用目的及び使用範囲 

 受託者は、本業務の履行に当たり取り扱う個人情報を本業務の履行以

外の目的に使用し、又は第三者へ提供してはならない。また、本業務の

履行を目的として使用する場合であっても、この仕様書に定める範囲

を超えて使用してはならない。 

 データの引渡し 

 受託者は、本業務完了時には直ちに本業務に関連するデータ、紙等を

全て委託者に引き渡さなければならない。 

６ 研修の実施 

  受託者は本業務の運営にあたって業務従事者に対して事前研修を行うこと。 

研修は、業務の内容や作業手順だけではなく、個々の作業や業務全体の目的、

制度の趣旨や関連法令等の知識、個人情報の保護、守秘義務の順守等を業務従

事者が十分に理解したうえで事務が進められるように行わなければならない。 

また、事前に十分なシミュレーションを行い、目的が適切に果たされるよう

に研修を行うこと。シミュレーションの中で生じた問題点は必ず洗い出しの上

改善すること。 

あわせて、受託者の責において各業務担当で行う研修の内容に齟齬が生じな

いよう調整を行うこと。  

７ 危機管理体制の構築 

  受託者は、事故等の未然防止対策や万一事故等が発生したときの危機管理

体制を確保すること。 

 事故発生時の対応 

事故等の発生を確認したときは、直ちに委託者の職員に報告するとともに、



必要な措置を講ずること。また、その発生原因が受託者にあるときは、受託

者が責任を持って適切に対処し、直ちに事故報告書を委託者に提出すること。 

  非常緊急時の対応 

のほか、非常時又は緊急時の対応が必要になった場合にも、直ちに委託

者と協議し、 に準じた必要な措置を講ずること。 

８  業務従事者の欠員対応 

  業務従事者の突発的な欠員が生じた場合でも、本業務の遂行に支障を来す

ことなく事務を進めることができるような体制を整えること。 

９ 環境に対する配慮 

 本業務の遂行に当たっては、環境関連法令等を遵守するとともに、本市の

環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷低減に努めること。 

 電気、水道等の使用に当たっては、極力節約に努めること。 

 ごみの減量及びリサイクルに努めること。 

 ミスコピーを減らすことで、紙の使用量を減らすよう努めること。 

 業務に係る用品等は、札幌市グリーン購入ガイドラインに従い、極力ガイ

ドライン指定品を使用すること。 

 上記のほか、作業全般にわたって、未使用端末機、プリンタ等の機器の電

源切断の励行による節電、再生紙を積極的に利用すること等、環境に配慮し

た資源の利用に留意すること。 

10 提出書類 

提出書類 提出時期 提出方法等 

データ保護責任者及び補

助者指定通知書 

契約と同時 本市指定様式に必要事項を記入・

押印する。（管理責任者を記入） 

業務責任者指定通知書 

データ等授受者指定通知

書 

契約と同時 本市指定様式に必要事項を記入・

押印する。（現場責任者及びデー

タ授受者全員を記入） 

従事者名簿 契約と同時 本市指定様式に必要事項を記

入・押印する。（業務従事者全員

を記入） 

再委託申請書 事実発生前 受領及び納品作業について再委

託を希望する者は、本市指定様

式に必要事項を記入・押印する。 



完了届 

業務内訳書 

セキュリティ保全に関す

る事項及び遵守確認表 

毎月末日 

ただし、末日が

閉庁日の場合は

翌開庁日 

本市指定様式に必要事項を記

入・押印すること。複数の業務を

受託する場合、完了届及び業務

内訳書は業務ごとに作成する。 

日報 毎月末日 

ただし、末日が

閉庁日の場合は

翌開庁日 

HER-SYS への入力を行った件数

について、日ごとに記録した様

式（受託者において作成）を本市

に提出する。 

11  データ等情報資産の紛失等の防止などについて 

 データの紛失、焼失、棄損、盗難、持ち出し等を防止するために必要

な措置を講ずること。 

 取扱う情報資産については、物理的なものは「委託者が指定する場所」

からの持ち出しを、電子的なものは委託者が指定した電子的な格納場所

及び情報交換手段以外での取扱いを禁ずる。 

12 請求方法 

 受託者は、月ごとに委託完了届を提出し、委託者の検査合格後に、委

託者に所定の様式により請求するものとする。 

 履行場所への通勤に要する費用については、契約金額に含むものとす

る。 

13 安全及び衛生に関する措置 

受託者は、労働法規を遵守し、従事者等の労働条件及び安全衛生の確保 

はもとより、健康管理に努めるものとする。 

14 「共生社会の実現に向けた札幌市職員の接遇要領」に即した障害者への

対応について 

  契約の履行に当たっては、「共生社会の実現に向けた札幌市職員の接遇

要領」にある障害者への配慮等の実践に努めること。 

15 新型コロナウイルス感染拡大防止に係る対策等について 

 当該業務に従事する者（以下「従事者等」という。）の感染症対策に



ついては、受託者の責任において行うこと（毎日の検温、マスク等の用

意など）。 

 体調不良や発熱がある者は業務に従事させないよう受託者が管理を

徹底すること。 

16 業務の履行場所及び経費の負担区分 

  本件業務に係る業務の履行場所は、委託者が指定する場所とし、当該業

務に要する費用のうち、次に掲げるものを除いては、受託者が負担するこ

と。 

 端末装置（一般事務に使用するパソコン及びプリンタを除く。）に係

る経費 

 光熱水費 

 委託者が提供する備品等 

   事務室（事務に最低限必要な備品として、以下に掲げる物を含む。）

については委託者が用意し、使用させる。これ以外の備品等は受託者が

負担する。   

品名 仕様 数量 

机 事務机 責任者、業務

管 理 者 及 び

従 事 者 に 人

数 に 応 じ た

必要数 

椅子 会議用椅子 

パ ソ コ ン 及

び周辺機器 

・庁外のネットワークへの接続機能

を有し、かつ、庁内ネットワークへの

接続機能は有しないパソコン 

複合機 委託者が負担するパソコンと接続す

るもの 

再生PPC用紙

（A4） 

17 その他 

  この仕様書の内容において疑義が生じた事項及び定めのない事項について

は、委託者及び受託者が協議の上定めるものとする。  



別 記 

個人情報等取扱注意事項 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱

う際には、個人の権利利益を侵害することのないように努めなければならな

い。 

 （秘密の保持） 

第２ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報

を他に漏らしてはならない。  

２  受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知

り得た個人情報を、他に漏らさないようにしなければならない。 

３  前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同

様とする。 

（再委託等の禁止） 

第３  受託者は、この契約による業務を第三者に委託し、又は請け負わせては

ならない。 ただし、あらかじめ、委託者が書面により承諾した場合は、この

限りではない。  

（複写、複製の禁止）  

第４ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供さ

れた個人情報が記録された資料等を、委託者の承諾を得ることなく複写し、又

は複製をしてはならない。 

 （目的外使用の禁止） 

第５ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供さ

れた個人情報を目的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

 （資料等の返還） 

第６ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供さ

れた個人情報が記録された資料等を、業務完了後速やかに委託者に返還する

ものとする。ただし、委託者が別に指示したときは、その方法によるものとす

る。  

（事故の場合の措置） 

第７ 受託者は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそ

れのあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従う

ものとする。  



（契約解除及び損害賠償） 

第８ 委託者は、受託者が個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、

契約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 


